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行財政改革実施計画・行動計画票

79 ［平成１８年５月８日提出］

基本方針 　定員管理と給与の適正化等 担当課名 総務課

重点項目 　給与の適正化

取組項目 　定年退職時特別昇給の廃止

経過・現状

退職時特昇については国においては、平成１６年に廃止されている。各地方公共団体においても適宜
廃止されている。
定年退職時特昇については廃止し、勧奨退職時特昇については時限的に残し、定年前早期退職を募
る。（H17.4.1現在）

行
　
　
動
　
　
概
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①目標 定年退職時特別昇給の廃止 （目標年次） 平成１７年度

②期待され
る効果

定員適正化の早期実現
人件費の削減

③必要性・
問題点

④対象 全職員

年度 実施内容・予定時期

１７年度
（実績）

職員組合へ定年前退職時特別昇給廃止について提案
し合意。
平成１８年３月に例規を整備済み。
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関係例規等 名称 改正時期


